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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第17期
第３四半期
連結累計期間

第18期
第３四半期
連結累計期間

第17期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (百万円) 22,663 28,875 31,719

経常利益 (百万円) 5,446 7,251 6,848

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 3,665 5,057 4,005

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 3,018 4,983 3,850

純資産額 (百万円) 22,796 27,333 23,642

総資産額 (百万円) 29,587 36,337 32,900

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 80.57 111.16 88.03

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 80.37 110.81 87.79

自己資本比率 (％) 76.7 74.8 71.5
 

　

回次
第17期
第３四半期
連結会計期間

第18期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 23.88 36.54
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．１株当たり四半期(当期)純利益金額の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数については、「株

式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ

口）が所有している当社株式を、控除対象の自己株式に含めて算定しております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれる事業の内容

について重要な変更はございません。

　また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

　（採用事業）

　当第３四半期連結会計期間より、株式会社ゼクウの全株式取得したことに伴い、当該子会社を連結の範囲に含

めております。
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第２ 【事業の状況】
　

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は前事

業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
　

（１）業績の状況

当第３四半期連結累計期間の売上高は、主に国内の求人サイト及び人材紹介が順調に推移したことから、28,875

百万円（前年同期比27.4％増）となり、想定をやや上回る結果となりました。費用面は、売上高の増加に連動した

会員獲得費用や人件費が増加したものの、想定内の水準で推移いたしました。

　これらの結果、営業利益は7,149百万円（前年同期比32.9％増）、経常利益は7,251百万円（前年同期比33.1％

増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は、5,057百万円（前年同期比38.0％増）となりました。

 

セグメント別の業績（売上高には内部売上高を含む）は、以下のとおりであります。

① 採用事業

採用事業には求人サイトの運営、人材紹介、海外子会社等が属しております。

（求人サイト）

主力の「エン転職」において、昨年12月にサイトリニューアルを実施いたしました。業種・職種や待遇等による

求人案件の検索だけではなく、「誰に対して何で役立つか？」を軸にした「働きがい検索」を拡充する等、差別化

要素を持った新たなサービスを強化いたしました。

これに加えて引き続き、積極的なプロモーションによる高い応募効果、営業効率化の推進、拡販体制の強化等が

奏功し、前年同期を上回る売上高となりました。

その他の各求人サイトについても、派遣会社向けサービスの「エン派遣」や「エンバイト」、人材紹介会社向け

サービスの「ミドルの転職」等を中心に好調な結果となり、前年同期を上回る売上高となりました。

（人材紹介）

エン・ジャパンの人材紹介「エン エージェント」は、営業・コンサルタントに対する教育体制の強化が奏功し、

生産性の向上が継続いたしました。また、当社が保有する求職者データベースを活用した、ターゲット領域の拡充

策も順調に推移いたしました。これらの結果、前年同期を上回る売上高となりました。

子会社のエンワールド・ジャパンは、前期に実施した組織体制の再強化が奏功したことで、コンサルタントの生

産性が改善していることや、新規サービスであるRPO（採用代行：Recruitment Process Outsourcing）が順調に推

移したこと等から、前年同期を上回る売上高となりました。

（海外子会社）

海外子会社は、全般的に順当な業績となり、中でも注力国であるベトナム子会社の成長が全体を牽引したことか

ら、前年同期を上回る売上高となりました。

 

これらの結果、当セグメントの売上高は28,133百万円（前年同期比28.2％増）、営業利益は7,161百万円（前年同

期比32.0％増）となりました。

 

② 教育・評価事業

教育・評価事業には企業の人材活躍を支援する各種サービス、人事関連システムの提供等が属しております。

（人材活躍支援サービス）

他の事業部門との連携を強化したこと、教育サービスと評価サービスの連動を進めたこと等から、前年同期を上

回る売上高となりました。また、昨年12月には社員の離職リスクを可視化する「HR OnBoard」をリリースする等、

当社が培ったノウハウとテクノロジーを融合した新たなサービスをリリースいたしました。

 

これらの結果、当セグメントの売上高は814百万円（前年同期比4.4％増）、営業利益は52百万円（前年同期は48

百万円の営業損失）となりました。
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（２）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ3,437百万円増加し、36,337百万円と

なりました。

このうち流動資産は、2,252百万円増加し、27,078百万円となりました。これは、現金及び預金が1,895百万円増

加したこと等によるものであります。また、固定資産は、1,185百万円増加し、9,259百万円となりました。これ

は、のれんが598百万円増加したこと等によるものであります。

負債合計につきましては、前連結会計年度末に比べ253百万円減少し、9,004百万円となりました。

このうち流動負債は、321百万円減少し、8,212百万円となりました。これは、賞与引当金が444百万円減少したこ

と等によるものであります。また、固定負債は、67百万円増加し、792百万円となりました。これは、株式給付引当

金が38百万円増加したこと等によるものであります。

純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ3,690百万円増加し、27,333百万円となりました。これは、親会

社株主に帰属する四半期純利益の計上等により、利益剰余金が3,735百万円増加したこと等によるものであります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 187,200,000

計 187,200,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成30年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 49,716,000 49,716,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数は100株で
あります。

計 49,716,000 49,716,000 ― ―
 

(注) 提出日現在の発行数には、平成30年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成29年10月１日～
平成29年12月31日

－ 49,716,000 － 1,194 － 2,008
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 普通株式（自己保有株式）

4,215,800 23,990
(注）１

完全議決権株式(その他)
 普通株式

45,497,100  454,971
(注）２

単元未満株式
 普通株式

3,100
― (注）３

発行済株式総数
49,716,000

― ―

総株主の議決権 ―
 478,961

―
 

(注)１. 「完全議決権株式(自己株式等)」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が1,816,800株、及び、資産管理

サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する2,399,000株が含まれております。

２. 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,400株含まれております。

３. 「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式３株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

　 （自己保有株式）
エン・ジャパン株式会社

東京都新宿区西新宿
六丁目５番１号

1,816,800 2,399,000 4,215,800 8.48

合　計 ― 1,816,800 2,399,000 4,215,800 8.48
 

(注)１．他人名義で所有している理由等

 所有理由 名義人の氏名又は名称 名義人の住所

 
「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」
制度の信託財産として拠出

資産管理サービス信託銀行
株式会社（信託Ｅ口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号
 

　　２．上記の他、単元未満株式３株を自己名義で所有しております。

 

２ 【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

(1) 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号)に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の四半期連結財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しておりま

したが、第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間より百万円単位で記載することに変更いたしまし

た。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 18,228 20,124

  受取手形及び売掛金 3,567 3,680

  有価証券 2,000 2,000

  その他 1,086 1,349

  貸倒引当金 △56 △75

  流動資産合計 24,826 27,078

 固定資産   

  有形固定資産 640 591

  無形固定資産   

   のれん 2,630 3,228

   その他 2,615 2,780

   無形固定資産合計 5,246 6,009

  投資その他の資産   

   投資有価証券 508 802

   関係会社株式 269 287

   その他 1,730 1,912

   貸倒引当金 △321 △344

   投資その他の資産合計 2,187 2,658

  固定資産合計 8,074 9,259

 資産合計 32,900 36,337

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 72 80

  未払法人税等 1,551 1,121

  賞与引当金 1,111 666

  その他の引当金 6 14

  前受金 1,818 2,406

  その他 3,973 3,922

  流動負債合計 8,533 8,212

 固定負債   

  株式給付引当金 225 264

  資産除去債務 247 253

  その他 251 274

  固定負債合計 724 792

 負債合計 9,258 9,004
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,194 1,194

  資本剰余金 224 224

  利益剰余金 24,538 28,274

  自己株式 △2,880 △2,880

  株主資本合計 23,077 26,812

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 △2 △24

  為替換算調整勘定 444 387

  その他の包括利益累計額合計 442 363

 新株予約権 85 115

 非支配株主持分 37 41

 純資産合計 23,642 27,333

負債純資産合計 32,900 36,337
 

 

EDINET提出書類

エン・ジャパン株式会社(E05192)

四半期報告書

10/19



(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

売上高 22,663 28,875

売上原価 2,191 2,691

売上総利益 20,471 26,183

販売費及び一般管理費 15,091 19,033

営業利益 5,380 7,149

営業外収益   

 受取利息 9 26

 受取配当金 0 0

 持分法による投資利益 27 67

 その他 37 14

 営業外収益合計 73 109

営業外費用   

 支払利息 1 4

 投資事業組合運用損 4 2

 雑損失 1 -

 営業外費用合計 7 6

経常利益 5,446 7,251

特別利益   

 固定資産売却益 30 0

 関係会社株式売却益 - 9

 特別利益合計 30 9

特別損失   

 関係会社株式評価損 - 28

 関係会社株式売却損 0 -

 特別損失合計 0 28

税金等調整前四半期純利益 5,475 7,232

法人税、住民税及び事業税 1,533 2,172

法人税等調整額 249 -

法人税等合計 1,783 2,172

四半期純利益 3,692 5,059

非支配株主に帰属する四半期純利益 26 2

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,665 5,057
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

四半期純利益 3,692 5,059

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △10 △21

 為替換算調整勘定 △619 △68

 持分法適用会社に対する持分相当額 △44 13

 その他の包括利益合計 △674 △76

四半期包括利益 3,018 4,983

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 3,012 4,978

 非支配株主に係る四半期包括利益 6 4
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　　　該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

 

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

　連結の範囲の重要な変更

　当第３四半期連結会計期間において、株式会社ゼクウの全株式を取得したことに伴い、当該子会社を連結の範

囲に含めております。なお、みなし取得日を平成29年12月31日としており、当第３四半期連結会計期間において

は、貸借対照表のみを連結しております。
 

 

(会計方針の変更等)

（税金費用の計算方法の変更）

従来、当社及び連結子会社の税金費用については、原則的な方法により計算しておりましたが、当社及び連結子

会社の四半期決算業務の一層の効率化を図るため、第１四半期連結会計期間より連結会計年度の税引前当期純利益

に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算す

る方法に変更しております。

　なお、この変更による影響は軽微であるため、遡及適用は行っておりません。

 
（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算)

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税

率を使用する方法によっております。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

減価償却費 691百万円 711百万円

のれんの償却額 312百万円 273百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 826百万円 34.5円 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金
 

(注)１．平成28年６月28日定時株主総会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金41

百万円が含まれております。

　　２．平成28年４月１日付で１株につき２株の割合で株式分割をいたしましたが、上記の１株当たり配当額につい

ては、株式分割前の実際の配当額を記載しております。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

当社は、平成28年９月21日付で、連結子会社New Era India Consultancy Pvt. Ltd.の株式を追加取得いたしまし

た。この結果、当第３四半期連結累計期間において、資本剰余金が449百万円減少し、当第３四半期連結会計期間末

において資本剰余金が224百万円となっております。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月27日
定時株主総会

普通株式 1,322百万円 27.6円 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金
 

(注)　平成29年６月27日定時株主総会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金66百

万円が含まれております。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

 株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日)

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２採用事業 教育・評価事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 21,935 728 22,663 ― 22,663

セグメント間の内部
売上高又は振替高

5 50 56 △56 ―

計 21,940 779 22,719 △56 22,663

セグメント利益又は
損失(△)

5,423 △48 5,374 5 5,380
 

(注)１. セグメント利益又は損失(△)の調整額は、セグメント間取引消去であります。

　　２. セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日)

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２採用事業 教育・評価事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 28,132 742 28,875 ― 28,875

セグメント間の内部
売上高又は振替高

0 71 72 △72 ―

計 28,133 814 28,947 △72 28,875

セグメント利益又は
損失(△)

7,161 52 7,214 △65 7,149
 

(注)１. セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去及び各報告セグメントに配分していない全

社費用であります。

　　２. セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

　当第３四半期連結会計期間において、株式会社ゼクウの全株式を取得したため、「採用事業」セグメントののれん

の金額に、重要な変動が生じております。なお、当該事象によるのれんの増加額は914百万円であります。
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(企業結合等関係)

取得による企業結合

当社は平成29年８月21日開催の取締役会において、株式会社ゼクウ（以下、「ゼクウ社」）の全株式を取得し、

子会社化することについて決議し、同日付で株式譲渡契約を締結し、平成29年10月30日付で全株式を取得しまし

た。

（１)企業結合の概要

①被取得企業の名称及びその事業の内容

　被取得企業の名称　　　　　：株式会社ゼクウ

　事業の内容　　　　　　　　：採用関連システムソリューション事業

　　　　　　　　　　　　　　　Webリクルーティング事業　等　

②企業結合を行った主な理由

ゼクウ社は、企業の採用業務を効率化する管理システム等を提供しています。業種を問わず、大手企業から

中小企業まで幅広い顧客に利用されており、企業の採用の業務の生産性向上に寄与しております。

当社は、企業の「人材採用・入社後活躍」を支援する事業を展開しており、人材の採用や教育・評価に関す

るサービスを、数多くの企業に提供しております。

この度の子会社化により、ゼクウ社のサービスと当社のサービスとのシナジーを図り、当社グループ全体の

企業価値向上へ繋げてまいります。

③企業結合日

平成29年10月30日

④企業結合の法的形式

株式取得

⑤結合後企業の名称

変更はありません。

⑥取得した議決権比率

100%

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

 

（２）四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成29年12月31日をみなし取得日としており、かつ四半期連結決算日との差異が３ヶ月を超えないことから

貸借対照表のみ連結しているため、当第３四半期連結損益計算書においては、被取得企業の業績を含んでおり

ません。

 
（３）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

 取得の対価 現金 　　　　　　　　　　　　　　　　1,076百万円

 取得原価  　　　　　　　　　　　　 　　　 1,076百万円
 

 

（４）主要な取得関連費用及び金額

アドバイザリーに対する報酬等　５百万円

 

（５）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①発生したのれんの金額

914百万円

なお、のれんの金額は、当第３四半期連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫定的

に算定された金額であります。

②発生原因

取得原価が取得した資産及び引き受けた負債に配分された純額を上回ったため、その差額をのれんとして計

上しております。

③償却方法及び償却期間

効果の発現する期間にわたって均等償却する予定であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 80円57銭 111円16銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 3,665 5,057

   普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

3,665 5,057

    普通株式の期中平均株式数(株) 45,500,328 45,500,225

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 80円37銭 110円81銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) ― ―

    普通株式増加数(株) 113,204 142,681

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数については、「株式給付信託

（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有してい

る当社株式を、控除対象の自己株式に含めて算定しております。（前第３四半期連結累計期間2,399,000

株、当第３四半期連結累計期間2,399,000株）

 

(重要な後発事象)

　　　該当事項はありません。

 

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

エン・ジャパン株式会社(E05192)

四半期報告書

18/19



独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年２月13日

エン・ジャパン株式会社

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   狩　　野　　茂　　行　　印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   香　　山　　　　良　　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエン・ジャパン

株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日か

ら平成29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エン・ジャパン株式会社及び連結子会社の平成29年12月31日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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